様式第１
                                                      令和    年　　月　　日
全国中小企業団体中央会
会　長   ○　○　○　○　殿
     　　　　　　　　　　　　　 住　所
     　　　　　　　　　　　　　 名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　代表者役職氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
令和５年度中小企業組合等課題対応支援事業（連合会（全国組合）等研修事業）

補助金交付申請書
　中小企業組合等課題対応支援事業（連合会（全国組合）等研修事業）補助金交付規程第４条の規定により、下記のとおり補助金の交付を受けたく関係書類を添えて申請します。

　なお、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令、中小企業連携組織対策推進事業費補助金交付要綱、中小企業連携組織対策推進事業費補助金の運用について、中小企業組合等課題対応支援事業実施要領、中小企業組合等課題対応支援事業（連合会（全国組合）等研修事業）補助金交付規程の定めるところに従うことを承知の上申請します。
記
１．補助事業の目的　　　
２．補助事業実施のテーマ

３．補助事業に要する額　　　金　　　　　　　　　円（消費税等抜き）
４．補助金交付申請額　　　　金　　　　　　　　　円（消費税等抜き）
５．組合等の概要　　　「別紙１」組合等の概要のとおり。
６．補助事業の内容等　「別紙２」事業計画書のとおり。

「別紙３」経費明細表及び資金の調達方法のとおり。

	（添付書類）
1． 定款（任意グループ：規約等）　　４．前事業年度の決算関係書類及び事業報告書
２．組合員（構成員）名簿　　　　　　５．当該事業年度の収支予算書及び事業計画書

３．役員名簿（又は幹事名簿等）　　　６．委任状（※　任意グループ以外は、「６．」を削除）


（別紙１）組合等の概要
	１．名称及び法人番号

（名称）

（法人番号（13桁））※任意グループを除く


	２．所在地(〒　　　　　　　　)


	３．代表者の役職及び氏名

	４．本事業連絡担当者の役職及び氏名等

(所属(企業)名・役職・氏名）

(電話番号)　　　　　　　　　　　　　　(FAX番号)
(Ｅ－mailアドレス)　　　　　　　　　
(携帯電話※任意)

	５．電話番号(　　　)　　　－
	６．FAX番号(　　　)　　　　－

	７．設立(組織結成)年月　　　昭和・平成・令和　　年　　月

	８．組合員(会員)資格

	９．組合等の主な事業



	10．組合等の地区(※一般社団法人、共同出資会社、任意グループ等については、構成員が所在する都道府県名を記入すること)


	11．組合員(会員)数(連合会はその所属員企業数も記入)　　　　　　　　　　　　　
人(所属員企業数　　　　　　　社)

	12．組合員(会員)数に占める中小企業者の割合　　　　　　　　　　　　　　　　％

	13．出資(資本)金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	14．出資(資本)金額に占める中小企業者の出資(資本)割合(組合以外のみ記入)　　 ％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	15．専従役職員数　　　　　　役員　　人、職員　　人(うち中小企業組合士　　人)

	16．会計年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　月～　　　月

	17．本事業の申請にあたっての機関決定等　　機関例…総会、理事会、幹事会
（　）①した(機関…　　　　)　　　（　）②していない

	18．中小企業団体中央会への加入状況

（　）①会員　　（　）②非会員　　　（　）③その他［　　　　　　　　　］

	19.本事業における経費支出口座(本会からの補助金額送金受入口座)
名義　　　　　　　　　　　　　　　　（名義ガナ）
　　金融機関名　　　　　　　　　　　　　支店名（支店番号）
　　口座種類　　　　　　　　　　　　　　口座番号



【別紙２】
事　業　計　画　書
１．研修テーマ名
	


２．研修事業の内容
（１）研修の概要
	①開催回数
	第１回

	②開催期間
	　　年　　月　　日（　）～　　年　　月　　日（　）

	③開催場所
	

	④開催方法
	

	⑤受講人員
	１）受講対象者
２）受講予定者数　　人


	①開催回数
	第２回

	②開催期間
	　　年　　月　　日（　）～　　年　　月　　日（　）

	③開催場所
	

	④開催方法
	

	⑤受講人員
	１）受講対象者
２）受講予定者数　　人


（２）研修内容

【１日目】

	期日
	時　　　間
	テーマ
	講　師（役職・氏名）

	月
日
（　）
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	（１日目計：○時間）　
【２日目】

	期日
	時　　　間
	テーマ
	講　師（役職・氏名）

	月
日
（　）
	
	
	

	
	 
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（２日目計：○時間）
	研修時間合計
	時間


３．研修の目的、これまでの取組み状況等
（１）研修目的等
①組合等・業界を取り巻く環境、組合等の共同事業の取組み状況、組合員等の経営実態の
　現状・課題
	


②研修目的（①を踏まえた研修テーマの設定理由・必要性等）
	


（２）課題の解決に向けたこれまでの取組み内容及び今回の研修内容企画作成までの経緯・研修内容の特色
①　課題解決に向けたこれまでの取組み内容
	


②　今回の研修内容企画作成までの経緯・研修内容の特色
	


③　過去の研修と今回の研修との相違点
	（過去に中小企業組合等課題対応支援事業（連合会（全国組合）等研修事業）を実施した場合のみ）



（３）開催期間及び受講対象者の設定根拠
　　研修目的の達成に効果的な方法として、上記の開催期間、対象受講者を設定した理由（同一内容で複数回開催する場合にはその理由）。
	


４．委員会および研修の評価方法等
（１）委員会
①　（委員会を開催する場合）委員又は専門家の氏名等（予定）
	区分
	氏名
	所属及び役職名
	当委員会における役割等

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


②　（委員会を開催する場合）委員会の開催計画
	開催回数
	開催時期
	開催場所
	主な検討事項

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


③（委員会を開催しない場合）研修計画や準備及び研修終了後のフォローアップ活動の検討等の方法
	


（２）研修評価・効果測定

　研修終了後（研修日程終了時～補助対象期間終了時）の成果評価・効果測定の方法

	①研修内容
②研修運営




（３）普及活動計画

　研修終了後（研修会終了時～補助対象期間終了まで）の組合員等全体（受講者以外）へ研修内容を普及させるための取組みの内容

	


５．期待される成果等

	①定性的な成果目標



	②定量的な成果目標




６．補助事業終了後の取り組み

　補助対象期間終了後（次年度以降）に行う、組合員等全体に対する研修内容のさらなる普及、成果を高めるための取組み、活路開拓に繋げるための取組みの内容

	


【別紙３】
経費明細表及び資金の調達方法

１．経費明細表
                                                　                  （単位：円）
	補助対象経費

の区分
	補助事業に要する額（消費税等抜き）

	
	補助金額
	自己負担額
	合　　計

	
	
	
	

	  　
     合　　計
	
	
	


補助金申請額　　　　　金　　　　　　　　　　円（消費税等抜き）

【積算基礎】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	科　目
	（A）予算額
（消費税等込み）
	積　算　内　訳
（消費税等込み）
	（B）予算額
（消費税等抜き）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　計
	
	
	


補助金申請額　　　　　　金　　　　　　　　　円（消費税等抜き）
２．資金の調達方法

（１）補助事業に要する経費調達内訳

	区         分
	補助事業に要する経費(円)

（消費税等抜き）
	資金の調達先

	補助金申請額
	
	

	自己負担額
	
	

	
	自己資金
	
	

	
	借入金
	
	

	
	その他
	
	

	合計額
	
	


（２）補助金申請額に相当する額の手当方法

	区　　　　　分
	補助金相当額（円）
（消費税等抜き）
	資金の調達先

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	その他
	
	

	合計額
	
	


委　託　費　概　算　書
※見積依頼（発注）先には制限があることを確認すること※

	委託業務の内容
	金額（円）
（消費税等込み）
	積算内訳
（消費税等込み）

	
	
	

	
	
	


【別紙】

旅費計算書

（消費税等込み）

	No.
	区間
	運賃
	特急料金
	航空賃
	車賃

(ﾓﾉﾚｰﾙ・ﾊﾞｽ)
	宿泊料

（実費）
	合計

	
	　 ～
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	



委　　　任　　　状
                              グループ名    ○○○○○○○
　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　○○県○○市○○町○○丁目○○番地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　○　○　○　○
　上記の者を代表と定め、下記の権限を委任します。
記
令和５年度中小企業組合等課題対応支援事業（連合会（全国組合）等研修事業）補助金交付申請及び当該補助事業実施に伴う一切の権限
　　令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○県○○市○○町○○丁目○○番地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　○　○　○　○　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○県○○市○○町○○丁目○○番地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　○　○　○　○　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○県○○市○○町○○丁目○○番地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　○　○　○　○　印
                                　
                                                        ・
                                                        ・
                                                        ・
※ 特別会計口座


※ 個人口座の指定は不可





＊任意グループのみ








2

